
見附市財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 令和６年４月１日 

見附市長  稲 田  亮 

見附市規則第５号 

   見附市財務規則の一部を改正する規則 

 見附市財務規則（昭和３９年見附市規則第３号）の一部を次のように改正す

る。 

第６６条第１項に次の２号を加える。 

（７） 第１号及び第２号に掲げる歳入に係る延滞金並びに第３号から前号まで

に掲げる歳入に係る遅延損害金 

（８） 法令により私人に徴収の事務を委託することが認められている収入 

 第６６条第２項中「地方税」を「次の各号に掲げる収入」に、「次に掲げる基準

を満たしている者」を「私人」に改め、同項第１号から第３号までを次のように改

める。 

 （１） 地方税 

 （２） 分担金 

 （３） 負担金 

 第６６条第２項に次の１５号を加える。 

（４） 不動産売払代金 

（５） 過料 

（６） 損害賠償金（第８号に掲げる遅延損害金を除く。） 

（７） 不当利得による返還金 

 （８） 第２号、第３号及び第５号に掲げる歳入に係る延滞金並びに第３号、

第４号及び前２号に掲げる歳入に係る遅延損害金 

（９） 介護保険料のうち普通徴収による保険料 

（１０） 保育料 

 （１１） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第５６条第２項の規定に

よる徴収金 

（１２） 子ども・子育て支援法附則第６条第４項の規定による徴収金 



（１３） 保育園副食費 

 （１４） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６３条の規定による返

還金 

 （１５） 生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項から第３項までの規

定による徴収金 

 （１６） 生活保護の変更、廃止又は停止に伴う返還金 

 （１７） 就労自立給付金又は進学準備給付金の支給の決定後に判明した事実

又は生じた事情に基づく返還金 

 （１８） 市長が特に必要と認める収入 

第６６条第４項中「し、かつ、当該歳入の納入義務者の見やすい方法により公表」

を削り、同条に次の２項を加える。 

５ 第３項の規定は、法第２４３条の２第５項及び第６項の規定により徴収又は

収納事務の一部を委託若しくは再委託しようとする場合に準用する。 

６ 法第２４３条の２の５に規定する市長が定める方法は、第５１条第２項を準

用するものとする。 

第６７条の見出し中「身分証明書」を「証書」に改め、同条第１項中「身分証

明書」を「受託者である旨を証する書類」に改め、同条第２項を削る。 

第６８条の見出し中「現金領収」を「事務処理」に改め、同条第２項中「前項

の規定により領収した現金は」を「徴収した歳入又は収納した歳入等を」に、

「現金等払込書に受託現金計算書を添えて」を「その内容を示す計算書（当該計

算書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）を添えて、」に改める。 

第９２条第１０号中「（昭和２５年法律第１４４号）」を削る。 

第９６条第１項中第１０号を削り、第９号を第１２号とし、第５号から第８号

までを３号ずつ繰り下げ、第４号を第７号とし、同号の前に次の１号を加える。 

（６） 諸払戻金及びこれに係る還付加算金 

第９６条第１項中第３号を第５号とし、第２号を第４号とし、同号の前に次の

１号を加える。 

（３） 船舶に属する経費 

第９６条第１項中第１号を第２号とし、第１号として次の１号を加える。 



（１） 外国において支払をする経費 

第９６条第１項に次の３号を加える。 

（１３） 電気、ガス又は水の供給を受ける契約に基づき支払をする経費 

（１４） 電気通信役務の提供を受ける契約に基づき支払をする経費 

 （１５） 前２号に掲げる経費のほか、２月以上の期間にわたり、物品を買入

れ若しくは借り入れ、役務の提供を受け、又は不動産を借り入れる契

約で、単価又は１月当たりの対価の額が定められているもののうち普

通地方公共団体の規則で定めるものに基づき支払をする経費 

第９６条に次の１項を加える。 

４ 市長は、第１項及び第２項の規定により支出の事務を委託したときは、その

旨を告示しなければならない。 

第９７条に次の１項を加える。 

４ 収支命令職員は、第１項の資金委託精算書を受理したときは、速やかに支出

内容を確認し、これを会計管理者に送付しなければならない。 

第２７２条の２中「第２４３条の２第１項」を「第２４３条の２の８第１項」

に改める。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第３条関係） 

 副市長等の専決区分表 

 収入 

費目等＼専決区分 副市長 教育長 課長 

      減免を除く 

市税     ○ 

地方譲与税     ○ 

利子割交付金     ○ 

配当割交付金     ○ 

株式等譲渡所得割交付金   ○ 

法人事業税交付金   ○ 

地方消費税交付金     ○ 



環境性能割交付金   ○ 

地方特例交付金     ○ 

地方交付税     ○ 

交通安全対策特別交付金     ○ 

分担金及び負担金     ○ 

使用料及び手数料     ○ 

国庫支出金   ○ 

県支出金   ○ 

財産収入 

財産運用収入 

  ○ 

財産売払収入 １０，０００，

０００円以下 

不動産を除く

３，０００，０

００円以下 

不動産を除く

１，０００，０

００円以下 

寄附金 ２，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

５００，０００

円以下 

繰入金     ○ 

繰越金     ○ 

諸収入   ○ 

市債     ○ 

歳入歳出外現金等     ○ 

基金     ○ 

年度、会計科目の更正     ○ 

還付     ○ 

 支出 

費目等＼専決区分 副市長 教育長 課長 

報酬     ○ 

給料     ○ 

職員手当等   勤勉手当及び退

職手当を除く 



○ 

共済費   ○ 

災害補償費   ○ 

恩給及び退職年金     ○ 

報償費 １，０００，０

００円を超える

もの 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

旅費     支出命令権のみ

○ 

交際費 １００，０００

円以下 

５０，０００円

以下 

  

需用費 １，０００，０

００円を超える

もの 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

うち給食材料費   ○ 

うち食糧費 １００，０００

円を超えるもの 

３００，０００

円以下 

１００，０００

円以下 

役務費 １，０００，０

００円を超える

もの 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

委託料 １０，０００，

０００円以下 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

使用料及び賃借料 １，０００，０

００円を超える

もの 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

工事請負費 ２０，０００，

０００円以下 

１０，０００，

０００円以下 

５，０００，０

００円以下 

原材料費 １０，０００，

０００円以下 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 



公有財産購入費 １０，０００，

０００円以下 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

備品購入費 １０，０００，

０００円以下 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

負担金補助及び交付金 １０，０００，

０００円以下 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

扶助費   ○ 

貸付金 １０，０００，

０００円以下 

３，０００，０

００円以下 

１，０００，０

００円以下 

補償補填及び賠償金 賠償金を除く１

０，０００，０

００円以下 

賠償金を除く

３，０００，０

００円以下 

賠償金を除く

１，０００，０

００円以下 

償還金利子及び割引料   ○ 

投資及び出資金 １０，０００，

０００円以下 

 １，０００，０

００円以下 

積立金     ○ 

寄附金 １，０００，０

００円以下 

    

公課費     ○ 

繰出金     ○ 

歳入歳出外現金等     ○ 

基金     ○ 

年度、会計科目の更正     ○ 

  注 

 １ この表に掲げる専決区分は、各費目等の区分についての１件の金額を示

す。 

 ２ 教育長については、教育委員会所掌にかかる事件のみとする。 

 ３ ○印は、金額に制限なく当該欄の職にある者に専決させる。 

 ４ ２以上の費目にわたる事件にあっては、その費目のうち上級の者に専決



させる費目について適用し、２以上の費目のうち市長の決定を要する費目

があるときは、その事件には適用しない。 

 ５ 変更後の額が変更前の額を超えるときは変更後の額について、変更後の

額が変更前の額以下であるときは変更前の額について、それぞれこの表を

適用する。 

 ６ 継続費及び債務負担行為に係るものについては、相当する費目について

この表を適用する。 

 ７ 第３０条第３項第３号から第１０号までに掲げる経費については、金額

にかかわらず課長に専決させるものとし、この表は適用しない。 

 ８ 定額の資金を運用するための基金に係るものについては、相当する費目

についてこの表を適用する。 

 ９ 契約の執行についての専決区分の適用に当たっては、実施設計額又は見

積額による。ただし、第１６２条第１項ただし書に定める単価に係る契約

の執行については、課長に専決させるものとし、この表は適用しない。 

 １０ 後納郵便料、自動車損害共済保険料、建物総合損害共済保険料、有料

道路通行料及びテレビ受信料並びに公共料金(電気、ガス、水道、下水

道及び電信電話)の口座自動振替の支出命令については、総務課長の専

決とする。 

 １１ 支出命令については、課長の専決とする。ただし、第８項及び前項に

規定するものに専決させるものを除く。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 前項の規定にかかわらず、令和８年３月３１日までの間は、なお従前の例により、

施行日の前日において現に公金の徴収又は収納に関する事務（以下この項におい

て「従前の公金事務」という。）を行わせている者（法第２４３条の２第１項の規

定による指定を受けた者を除く。）に当該従前の公金事務を行わせることができる。 


